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第 3 章 住環境性能等のデータ収集Ⅱ（歩行振動性能） 

3.1 はじめに 

 CLT床の歩行振動に関しては、昨年度に実施した「平成 27年度林野庁委託事業 CLT等新たな製品・技術の

開発・普及事業／CLTの住性能向上のための開発研究」（(特非)建築技術支援協会）において、図3.1-1に示す検

討フローを作成し、北見 CLTセミナーハウス（北海道北見市）の CLT床の歩行振動測定とデータ集積、及び同建

物の床歩行振動解析モデル作成とその検証、森林総研での CLT床歩行振動再現試験体の製作とその振動測定

を行い、測定結果の特性を得て比較評価を行った。 

      

   図 3.1-1 歩行振動に関する検討フロー（2016 年度 ver.） 

解析特性値（VLT 値）と官能性評価尺度特性値の対応を確認し「CLT 床歩行振動

の気になり具合対応スパン表」作成 

測定値との整合性を検証した有限要素法による汎用のCLT床歩行振動解析モデル

を用いて、スパンをパラメータに振動解析を実施 

窪津漁協等

振動測定 

2015年度 

2016 年度 

 
北見 CLTセミナーハウス 

振動測定 
 
北見 CLTセミナーハウス 

モデル化 
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 今年度の取組として、本事業では歩行振動性能のスパン表を作成に向けて下記の手順で検討を進めた。 

① 前年度行った森林総研での測定結果からパラメトリックスタディ用接合部、端部固定度などのデータの取り

まとめ 

② CLTパネル工法以外の構造物件を含めて、実物件に搭載された CLT床の振動計測の調査および、今後

の構造別評価に向けた知見の収集 

③ 構築した CLT パネル工法における CLT 床の振動モデルを使い、特定の条件下におけるスパン別の振動

の解析 

④ ③の結果で得られた解析値 VLT（dB）と、建築学会で新基準化が進められている振動に関する官能性評

価尺度の VLT特性値（dB）を突き合わせ、官能性評価対応した CLT床歩行振動スパン表の作成 

⑤ 得られたスパン表をもとにした「歩行振動マニュアル（案）」の作成（次節）  
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3.2 歩行振動マニュアル（案） 

 

歩行振動マニュアル（案） 

1. 歩行振動とは 

1.1 居住環境下の振動 
建築物の床は、様々な外力により絶えず振動している。しかし、この振動は元来、通常の材料・構法を採用し、

通常の設計をした床では、居住者に感じられるレベルとなることは稀であり、振動環境が問題となることはほとんど

なかったが、ここ数十年来、 

 ・建築材料の軽量化 

 ・長スパン構造の採用などによる床の剛性の低下 

 ・機器類の大型化、高機能化による加振力の増加 

 ・道路、鉄道あるいはライブハウス、エアロビックスタジオなどの加振源と居住空間の近接 

 ・居住者の価値観や生活リズムの多様化 

など、様々な要因の影響で、居住空間が供用されている時間に有感振動がしばしば発生し、苦情などの対象とな

る事例が散見されるようになってきた。 

 

1.2 何故、歩行振動か 

 環境振動で取り扱う主要な振動の１つに、居住者の歩行により発生する床の鉛直振動（以降“歩行振動”と記す）

が挙げられる。歩行は、人間が様々な日常行為を行う上で欠かせない動作であることから、歩行により不快な振動

が発生した場合、床の問題として捉えられる場合が大半である。図 1.1-1に、一般的な木造在来軸組構法の 8畳間

程度の床で発生する歩行振動の例を示す。図に示すように、軽量で剛性が低い木造床では、歩行者が床に与え

る荷重（着地時と蹴り出し時の二峰形）に応じた変形と、かかと着地時の衝撃により励起される比較的高い固有振

動数（通常 15Hz程度以上）での減衰振動が複合された、複雑な振動が発生する。 

 

図 1.1-1 木造床で発生する歩行振動の例 
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1.3 倍調波共振の危険性 

 一方、RC 造や S 造建築物のコンクリートスラブでは、比較的重量がありかつ剛性が高いことから、大きな変形は

生じないものの、かかと衝撃により比較的低い固有振動数での振動が発生する。この固有振動数での振動と、かか

と衝撃の間隔、すなわち歩調が合うと、共振現象が発生し、大きな振幅の振動に発展する。この現象を“倍調波共

振”という。図 1.3-1はその例を示す。倍調波共振は、歩調の 4倍調波まで発生する可能性があることが知られてい

る。通常の歩調の範囲はおおむね 1.6〜2.3Hz であるから、4 倍調波成分は 6.4〜9.2Hz 程度となる。したがって、

床の固有振動数を10Hz以上とすれば、倍調波共振は避けられる。上述の通り、従来からある一般的な木造床であ

れば固有振動数が 10Hzを下回ることはほとんどないが、近年採用例が増えている大スパン床や CLT床などでは、

注意が必要である。 

 

 

 

 

1.4 減衰の重要性 

 床歩行振動を評価する際の拠り所として、日本建築学会より「建築物の振動に関する居住性能評価指針」が制

定されている。しかし、この指針は主に正弦振動を用いた実験結果に基づいており、正弦振動のパラメータである

振動数と振幅を用いて評価する体系となっている。この指針に、複数の振動数成分が複合されかつ振幅の時間変

化をともなう歩行振動をどのようにして照合するのか、経験的に様々な方法が考案されているが、いまだ根本的な

解決には至っていない。 

 この問題を解決するためには、重要なパラメータである減衰の要因を加味する必要がある。例えば、図 1.1-1に示

した木造床における歩行振動の加速度振幅の最大値と床の固有振動数をそのまま指針と照合すると著しく不快な

振動となるが、実際にはこの床では何の問題も発生していない。これは、瞬間的な加速度振幅は大きいものの素早

く減衰しており、振動の継続時間が短いためである。また、上述の倍調波共振時の振幅も、減衰が大きい床ほど小

さくなる。このように重要な減衰であるが、設計時に精度よく予測するのは現在の技術では困難であり、データの蓄

積に基づいて経験的に判断するしかないのが現状である。一般に、非構造部材や仕上げ材は減衰を大きくする方

向に働く。また、接合部でのエネルギー吸収が期待できる木造床は RC 造、S 造と比較して減衰が大きい傾向があ

るが、構造が単純な CLT床では注意が必要である。 

 

 

図 1.3-1  ステージ上の試験体床（振動台試験）における倍超は共振の例 
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1.5 構造設計との比較に観る床歩行振動設計の特徴 

床歩行振動設計は、遮音、断熱などと比較して、構造設計と密接な関わりを持っている点が特筆される。仕上げ

材を付加することによる大幅な向上が可能な性能と異なり、構造体そのもので決まってしまう部分が多い。そのた

め、構造設計の段階で建築物ごとに個別に検討するしかなく、遮音、断熱のように付加材料を用いた体系化された

対策方法などは基本的に成立しない。 

このように、構造設計と同時進行する必要がある床歩行振動設計であるが、両者は本質的な部分で大きく異な

っている。表 1.5-1 に、両者の相違点をまとめて示す。いずれも重要な事項ばかりであるが、木造床の振動設計で

特に大きな問題となるのが、弾性係数やポアソン比などの材料物性値の不明確である。構造設計では、不確定な

要因やばらつきが大きい物性値に関しては安全側に設定することで一応の目的は達成されるが、床歩行振動設計

では、使用開始後の環境を正確に予測することが要求されるので、実状に則した値を採用する必要がある。しか

し、CLT をはじめ、木質系材料ではそれらが明らかにされていない場合が多い。 

 

 

 

 

2. 歩行振動評価 

2.1 日本建築学会 居住性能評価指針の変遷 
前述の日本建築学会「建築物の振動に関する居住性能評価指針」は、1991年に初版、2004年に改定版が制定

されている。図 2.1-1に初版、図 2.1-2に改定版における鉛直振動の評価曲線を示す。初版では、図に示すように、

横軸振動数、縦軸振幅の平面上に 6 本の評価曲線（V−1.5〜V−30）が規定された。これらの評価曲線は、当時既

に発表されていた複数の研究成果や規準類を同一の振動数・振幅平面上に重ね書きしたものである。このうち、V

−1.5、V−3、V−5の各曲線は、それぞれ以下のように位置付けられている。 

 

  V−1.5：知覚閾にほぼ対応 

  V−3 ：感覚評価から性能評価としての「健全性」へ変換できる下限領域 

  V−5 ：感覚評価から性能評価としての「健全性」へ変換できる上限領域 

 

ここで、注目すべきは、居住性からみた性能評価は知覚閾などの感覚評価とは必ずしも一致しないことを明確に唱

えている点である。 

 

 

表 1.5-1 構造設計と環境振動設計の相違点 
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また初版では、表 2.1-1 に示すように、代表的な建築物、室用途ごとに 3 水準のランク（ランクⅠ〜Ⅲ）を設定し、

それぞれに適用する評価曲線を規定しており、設計者に設計目標を設定する際の具体的な拠り所を提示している

が、歩行振動などの複雑な振動の照合方法については、1 つの方法を規定することはせず、経験的に考案された

複数の方法を例示するに留まっている。 

 

 

 

 

図 2.1-2は、改定版における鉛直振動の評価曲線を示す。改定版では、「人の動作・設備による振動」と「交通に

よる振動」に分けられたが、評価曲線は同一である。図に示すように、10〜90%の知覚確率を表す 5 本の評価曲線

（V−10〜V−90）が規定された。初版との大きな相違点は、以下の 2点である。第 1点は、初版ではいくつかの方法

を例示するに留めていた複雑な振動の照合方法が、1/3 オクターブバンド分析結果を照合する方法に規定された

点である。ただし、この方法の妥当性に関する学術的検討は、十分にはなされていない。もう 1点は、初版では明 

図 2.1-1 建築物の振動に関する居住性能評価指針（初版） 

表 2.1-1 建築物の振動に関する居住性能評価指針（初版）における用途別性能評価区分 
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示されていたランクⅠ〜Ⅲなどの性能評価区分が削除され、知覚確率を表す曲線のみとなった点である。この結

果、設計者は、具体的な拠り所を失うこととなったため、改定版制定後も、初版を活用している設計者も多い。 

 

現在、居住性能評価指針は二度目の改定作業が始まっており、今回改定の要点は、振幅の時間変化をともなう

振動の評価に、振動の継続時間の要因を加えることである。具体的には、初版、改定版のように振動数・振幅平面

上に規定された評価曲線を、振動の継続時間に応じてシフトさせることとなる。この結果、最大振幅が同じでも、減

衰が大きく継続時間が短い振動ほど良い評価が得られる。そこで本マニュアルでは、その根拠となった研究成果を

適用して歩行振動を評価した。 

 
 

 

2.2 振動継続時間を考慮した歩行振動評価方法 

近年建築学会では、振動台を用いて歩行振動などの複雑な振動を入力し、感覚の大きさや気になり具合に関

する官能検査を実施した報告がなされており 1)、検査結果に基づき、振動感覚・評価を定量的に表す心理学的尺

度に対応し、受振者が受けた振動の振動数、振幅、継続時間などとの関係を表した物理的指標（以降“振動評価

値”と記す）が示されている。本マニュアルはこの振動評価値を用い、その概要を以下に示す。 

 

  VLT(25ms、60dB)＝VLmax(25ms)＋20･log(T 
1/4

) 

     ここで、 VLT(25ms、60dB)(dB)：振動評価値 

             VLmax(25ms)(dB)：VL (25ms)の最大値 

             VL (25ms)(dB)：JIS C 1510-1995で定められている鉛直特性で重み付けられた振動加速度の実

効値を、基準の振動加速度（10
-5

m/s
2）で除した値の常用対数を 20倍した値。た

だし、振動加速度の実効値は、時定数 25ms（ミリセカンド）の指数移動平均によ

り求める 

             T(s)：VL (25ms)が 60dB を超えている時間の総和 

 

図 2.1-2 建築物の振動に関する居住性能評価指針（改定版） 
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VLT(25ms、60dB)の構成要素の 1 つである VLmax(25ms)は、人間の振動感覚の周波数特性に応じて重み付けした振

幅 VL (25ms)の最大値を表す。また時定数とは、振幅の変動に対する人間の感覚の応答の速さを表し、歩行振動に

関しては 10〜25ms程度が適当であることが実験的に明らかとなっている。 

一方、T(s)は、VL (25ms)が人間の感覚上の閾値に近い 60dB 以上となっている時間、すなわち人間が振動を感じ

ている時間を表す。この値を振動の継続時間として最大振幅に加味したものが、振動評価値となっている。なお、T

を1/4乗している点は、振幅に対する時間の要因の影響度合いについて検討した研究成果 2)などに基づいており、

さらに VL (25ms)の整合性を図り公式化している。 

 

図 2.2-1 に、官能検査結果に基づいて構成した心理学的尺度と、上記の振動評価値 VLT(25ms、60dB)の関係を示

す。図中、横軸に平行な①〜⑦の破線は、官能検査（系列範ちゅう法）で用いた判断範ちゅうの心理学的尺度上

の位置を表す。図より、両者はよい対応を示しており、VLT(25ms、60dB)で振動の認知大きさ度合い、気になり具合を十

分に評価できることがわかる。 

 

 

 

3. 実物件の床 CLTスパンと歩行振動評価 

3.1 実物件概要と評価一覧 

 これまでに実測と評価を行った調査物件の結果を表 3.1-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-2 心理的尺度と VLT(25ms、60dB)の関係 
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～

④
③

～
④

④
～

⑤
③

～
④

④
～

⑤
④

～
⑤

表 3.1-1 これまでに測定した物件及び試験体概要および調査結果 

表 3.1-2 心理的尺度による範ちゅう評価一覧 
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3.2 CLT床における歩行振動の特徴 

これまでの調査物件のうち「北見 CLTセミナーハウス」は、建物の構造や仕上げ、床版の配置が比較的単純で、

歩行振動の基礎的検討をする上で適していたため、その実測値を用いて解析モデルを構築した。 

図 3.2-1 は「北見 CLT セミナーハウス」の測定対象となった 2 階平面図を示す。床版は、道産カラマツ 7 層 7 プ

ライの CLT、厚さ 210mm、スパン 4.55m、隣接床版とは合板スプライン接合、床壁は L 字金物接合であった。振動

試験および官能検査の結果は以下のようであった。 

 

 静的載荷による床のたわみ量の調査で、強軸（スパン）方向のパネル端部はピン状態で支えられているとみら

れた。 

 弱軸方向の静的載荷試験では、パネルどうしの継ぎ目でたわみ量の変位の連続性は低下した一方で、動的

加振での変位は連続的であったため、振動上はツーウェイ（二方向）スラブに類似していた。 

 動的加振により、在来軸組構法など従来の木造床と異なり、床版のみからなる単純構造のため、異方性の強

いコンクリートスラブの振動に似て、長辺方向に 1〜3次モードが明確に現れることがわかった。 

 床上に乗る人が多くなるほど、人体による減衰の影響で減衰定数は大きく、減衰時間は短くなることが明らか

になった。なお減衰時間そのものは、通常の木造床と比較し長く、揺れを感知し易い傾向にあった。 

 歩行振動測定に伴う官能検査結果は、図 3.2-2のようであり「揺れを大きく感じやすく」、「かなり気になる」結果

であった。 

 

 また、上記の試験結果を用いて有限要素解析モデル構築のための振動解析を試行した。試行により、複数の条

件付けで得られた固有振動数、振動モードの解析結果は図 3.2-4であり、実物件の測定結果（図 3.2-3）と良く類似し

ており測定結果がおおむね再現できていることが判った。詳細は次項に示す。 
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図 3.2-1 心理的尺度による範ちゅう評価一覧 

図 3.2-2 官能検査結果と VLT(25ms、60dB)の関係 
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3.3  CLT床歩行振動の汎用解析モデルの概要 

 CLT 床歩行の有限要素解析モデル（以下 FEM 解析モデルとする）の構築には、以下に記す各種パラメータによ

る実測値を用いた（ただしポアソン比を除く。詳細は章末資料を参照）。 

 

・CLT床版単体の条件：  厚さ、層構成、曲げ弾性係数設定、材料密度、ポアソン比 

・CLT相互の接合条件：  パネル相互の接合方法により異なる 

              （例．スプライン接合の場合・・・厚さ、曲げ弾性係数設定、材料密度、ポアソン比） 

   ・部位接合部の固定条件：床・壁の固定条件設定、床端部の壁による固定度設定 

 

 解析モデルの大きさは、これまで実測を行った物件の状況から、居室として有効な大きさを想定して、図 3.3-1に

示すような、スパン 5.5ｍ×奥行き 10.0ｍ（パネル幅 2.0ｍ×5枚構成）の床を解析モデルに設定した。歩行振動はこ

の床版モデル上を 2Hz毎の移動加振として設定した。 

 解析モデルの条件設定後、スパン長を変数化し 2.0mから 0.5m刻みで伸長させ、一次固有振動数が 8Hz以下と

なるまで解析を実施した。なお減衰定数は官能性に影響を及ぼすが、一般性を考慮しすべて 5％で設定した。 

 解析結果は表 3.3-1になり、スパン毎に固有振動数、微小変形量、性能特性値（dB）がリスト化された。 

 

 

 

 

図 3.2-3 測定結果の固有振動数、振動モード 図 3.2-4 解析結果の固有振動数、振動モード 
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表 3.3-1 FEM解析モデルを用いた CLT床スパン毎の解析結果 
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  次に歩行振動の気になり具合評価は、前表で解析した各 VLT値に対すると、表 3.3-2のように示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.3-2 FEM解析モデルを用いた CLT床スパン毎の解析結果 
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3.4 CLT床歩行振動のスパン表 

前項解析に基づき、CLT 床歩行振動のスパン表を、表 3.4-1に示す。 

 

 

 

スパン表は気になり具合評価尺度の判断範ちゅう表に見られる VLT（25ms、60dB）値を設定値とした。評価尺度の設

定値については参考資料に示す。 

 

設計者はスパン表を用いることで「気になり具合の評価」から設計上の床スパンを選択することができる。歩行振

動の面でより良い日常環境を望む場合には、本表を参照して気になり具合を念頭に環境設計を進めていただけれ

ば幸甚である。 

 

表 3.4-1 目標とする気になり具合評価を達成する梁方向最大スパン 
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4. 歩行振動が懸念される場合の予防対応策 

CLT の床歩行振動が設計上懸念される場合に、ここでは予防策として、一般的に床歩行振動に有効なソフト・ハ

ード両面の対応策を示す。 

 

4.1 構造計画面での対策 

① 床 CLT の固有振動数が※10Hz 以上となるように剛性を高くすると、歩行振動設計スパン表に近似するようで

あるので、この方法によりスパン設計を行う。 

 

           ※歩調振動数（1.6～2.3Hz）及びその 2・3・4倍の振動数（倍調波）が床の固有振動数と共振しないよ

うにする、10Hz近辺でも留意が必要。 

 

② CLT 床は、減衰時間が長くなる特徴がみられ、歩行振動の感覚評価にマイナス要因となっているため、床

CLT の減衰時間が短くなる対策を講じる。特に、部材どうしの接合方法などによってその効果は異なると考え

られる。 

 

4.2 意匠計画面での対策 

① 頻繁に歩行する部屋と静寂を要する部屋とを近接させない 

   ＝加振源と受振体の距離をできるだけ多く取ることで、距離による減衰を図る（環境振動配慮設計の基本） 

② 間仕切り壁を設け、床版の固有振動数を変える工夫をする 

＝間取り計画は使用時動線の位置や長さが歩行振動に影響する 

③ スパンの中央を通る歩行の動線や、重複する長い動線を設けると、大きな振動の要因となるため避ける 

④ 食器棚等微振動でガタつく什器・備品を壁際に設置すると、床の動変形に伴う微小傾斜による接触音が発生

し、体感では感じられないレベルの歩行振動でも、聴覚を介し振動を認知し、苦情につながる事例があるので

注意が必要である。 

 

参考資料 

○『気になり具合評価尺度』の設定値について 

 日本建築学会で現在検討されている居住性能評価指針は、実験室で行われる振動台試験での官能評価を基準

として議論されている。また振動台試験においては、気になり具合の評価尺度表現と VLT（25ms、60dB）値の対応が参

考資料 1の右図のように建築学会で報告されている 1)。このように、VLT（25ms、60dB）値を基準数値として見た場合に、

官能性が数値化されて整理できるため、本マニュアルにおいても、同様の方法によりスパン表を取りまとめることと

した。 
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 しかし、小スケールで行う振動台試験での評価は、実物件での測定値と比較して、その構造に関わらず厳しくな

る傾向がある。参考資料 1 の左図は建築学会で報告された実大試験体（実物件を再現した試験体）による試験で

の床歩行振動の気になり具合評価尺度と、実験室での振動台試験の同尺度の違いを示したもので 1)3)、実大床試

験体と振動台の VLT（25ms、60dB）と気になり具合評価尺度の違いを明確にしている。 

 そのため、本マニュアルでは、より実物件の評価に近い値を求めるため、振動台試験での官能検査で得られた気

になり具合評価尺度を実大床試験体による試験の評価尺度に置き換えて評価した（参考資料 2）。つまり、VLT

（25ms、60dB）値が82dBの場合、振動台試験での気になり具合尺度は②（①「非常に気になる」と③「かなり気になる」の

間）であるが、本マニュアルでは実大床試験体での評価尺度に置き換えた場合の⑤「やや気になる」で示すこととし

た。評価尺度は、今後の実物件でのデータの蓄積や、日本建築学会で今後発表される居住性能評価指針を踏ま

えて、見直し、改定される可能性がある。 

 

 

参考資料 1 実大床試験体試験と振動台試験の官能検査の対比 
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参考資料 2 振動台試験および実物件での歩行振動の官能試験結果 
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2.3 まとめ 

 以上、H28年度に実施した CLT床の歩行振動に関する検討内容を纏めると以下の通りとなる。 

 H27年度に実施した実大 CLT床の振動測定結果からパラメトリックスタディ用の接合部仕様や端部固定度などを

特定し、新たな実物件の床歩行振動測定結果も加味しながら、CLT 工法の床歩行振動解析モデルを作成した。こ

の振動解析モデルに対し、解析条件（材料定数やCLT間接合条件など）を絞り込んだ上でCLTの層構成やスパン

長をパラメータとした振動解析を行い、得られた解析値と建築学会指針を比較することでCLT床歩行振動スパン表

を作成した。 

 解析で設定した CLTは、床での利用が想定される 5層 7プライと 7層 7プライ（全層スギ、Mx60）を検討対象とし

たが、樹種の違いや他の層構成については、ヤング係数などの材料試験データが整っておらず解析ができなかっ

た。また、CLT間接合の違いや端部固定条件等も一条件しか解析しておらず、様々な仕様に対し網羅的に適用可

能な結果が得られたとは考えていない。今回の解析結果およびスパン表は限られた条件のもとに検討されたもの

であり、解析に必要な数値であるヤング係数やポアソン比などは今後の研究の進展により異なる値になる可能性も

ある。従って、今後の試験データの蓄積や解析技術の進展により、適宜見直し・修正を行っていくことが必要であ

る。 

 一方で、そもそも床歩行振動は構造安全性とは全く異なる尺度で評価されるものであり、居住者（施主）の意向や

建物の用途、間取りなどによっても求められる性能は異なってくる。ここではあくまでも、学会指針を比較対照とした

一般的評価に基づく結果を纏めており、本 WG として絶対的な結論を導き出しているわけではない点には注意が

必要である。 

 歩行などによる振動励起は人間にとって決して心地よいものではないが、全く揺れを感じない床を作ることは木造

では困難であり、過度に剛性を高めたり高強度部材を組みこんだりといったことをすると、かえって木造の良さを失

うことにもなりかねない。従って、木造の良さを失わない程度に、適度に揺れを感じるレベルに納まるようにうまく設

計するのが肝心である。 
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章末資料 

a.高知県内の CLTを床板に用いた建築物の歩行振動測定 

 CLT を床板に用いた実物件の歩行振動性能に関するデータの収集のため、CLT を用いた建築物のある高知県

にて各種測定を行った。測定は 2016 年 9 月 9 日～11 日に窪津漁業(協)を中心として歩行振動 WG および東京

工業大学の横山裕研究室で実施した。測定した物件及び測定項目、試験結果を以下に示す。なお物件の情報は

表 3.1-1 を参照されたい。 

 

章末資料 表 3-1 高知県内にて歩行振動試験実施した物件の測定項目 

測定項目 窪津漁業(協) 

事務所 

高知県森林組合 

連合会事務所ビル 

高知県立農業担い手 

育成センター宿泊施設 

90kgf静的載荷 ○   

固有振動数 ○   

減衰時間 

減衰定数 

○ 

○ 

○ ○ 

歩行振動官能検査 ○  ○ 

＊測定した項目は○で表記   

 

 

 章末資料 図 3-1 窪津漁業(協)事務所 2階平面図 

静的載荷点 

加振点 



105 

 

 

 

 

 

 

 

章末資料 図 3-2 窪津漁業(協)事務所における 90kgf静的載荷時の変形量（D5に載荷） 

章末資料 図 3-3 窪津漁業(協)事務所における加振点（DE67）からの固有振動モード 
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章末資料 図 3-4 窪津漁業(協)事務所における減衰時間算出結果（加振点：DE67） 
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章末資料 図 3-5 窪津漁業(協)事務所における減衰定数算出結果 

     （加振点：DE67、対象振動数：17.00Hz） 
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章末資料 図 3-6 住居を想定した場合の心理的尺度と性能値 VLmaxの対応 

       （窪津漁業(協)事務所および農業担い手センター宿泊施設他） 
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章末資料 図 3-7 住居を想定した場合の心理的尺度と性能値 VLTの対応 

       （窪津漁業(協)事務所および農業担い手センター宿泊施設他） 
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章末資料 図 3-8 高知県森林組合連合会事務所ビルにおける減衰時間算出結果 
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章末資料 図 3-9 農業担い手育成センター宿泊施設における減衰時間算出結果 
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b. スパン表に用いた FEM解析モデルの検討 

 歩行振動の官能評価を基準としたスパン表の作成に当たり、諸条件下における歩行時の振動のモデル化を、昨

年度に実施した(国研)森林総合試験所での試験結果を用いて実施した。本試験体は実大規模であり、床や天井

の仕上げは行っておらず、CLT床そのものの振動の把握・解析に適していた。昨年度実施した試験の内容は「平

成 27年度林野庁委託事業 CLT等新たな製品・技術の開発・普及事業／CLTの住性能向上のための開発研究」

（(特非)建築技術支援協会）を参照されたい。 

  

 昨年度実施した試験結果を以下に記す。試験は、①北見モデル、②勝どきモデル、③勝どき＋αモデル、④森

林総研＋αモデルの 4仕様で実施し、壁と床の接合方法およびパネル端部を押える鉄骨の重量を変更している。

4仕様の概略図及び測定結果を以下に記す。
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章末資料 図 3-10 森林総合研究所にて実施した歩行振動試験体概要図 
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章末資料 表 3-2 K点・J点における 100kgf静的載荷時の変形量 

章末資料 図 3-11 K点・J点における 100kgf静的載荷時の変形量 
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 次に、試験を実施した 4仕様について、歩行振動性能に影響すると思われる要素を、床-床を接合しているスプラ

イン接合部、CLT 床、壁-床間固定度の３つに絞り込み、さらに各要素の値を入力し、FEM 解析モデルの試行を行

った。要素の絞り込みは、これでに測定した実物件や本事業で測定した実物件のデータから経験的に導いたもの

である。要素に用いた CLT 床板の剛性や密度などは、規格値ではなく、過去に強度試験によって得られた実測値

（「平成 24年度林野庁補助事業 木材利用技術整備等支援事業／CLT（Cross Laminated Timber）の木材利用技

術整理」(一社)日本CLT協会）および「平成 25年度林野庁補助事業 木材利用技術整備等支援事業／CLTの普

及のための総合的データの収集・蓄積及び検討」（同左）参照）を用いることで、より実際に近い解析モデルの構築

を目指した。また CLTのポアソン比は、製材のポアソン比を基に類推した。 

 測定結果及び FEM 解析モデルの検討を以下に記す。FEM 解析で構築したモデルを用いた解析結果では、森

林総合研究所にて実施した測定値と類似する解析結果が得られたため、本モデルを用いて歩行振動を CLT のス

パン毎に解析モデルを作成し、スパン表へまとめるに至った。スパン表の詳細は第 3 章 3.2 「歩行振動マニュアル

（案）」に記載する。 

 

    

 

 

章末資料 表 3-6 VLmax、VLT解析結果 
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章末資料 図 3-12 森林総研での試験を模した FEM解析モデル概要図 
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章末資料 図 3-13  FEM解析モデルへの歩行振動の入力 
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章末資料 表 3-8 歩行振動試験の測定値と FEM解析モデルの 

固有振動数および静的載荷変形量の比較 

章末資料 表 3-9 歩行振動試験の測定値と FEM解析モデルの 

VLmax、VLT解析結果の比較 
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